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「アメリカ刑事司法におけるＤＶ加害者逮捕政策｣ 法社55号 (平13) 159
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頁以下，西岡繁靖「ジョージア州フルトン郡における家庭内暴力の被害
者保護」判時1757号（平13）21頁以下，MMP研究会・大西祥世『ドメ
スティック・バイオレンスと裁判 日米の実践』(現代人文社，平13）
42頁以下，青山彩子「『刑事司法におけるドメスティック・バイオレン
ス及び児童虐待対策～米国での取組み』の概要について」警論53巻７号
（平12）１頁以下，エリザベス・シャイベル「ドメスティック・バイオ
レンスとの闘い及び被害者支援」同上25頁，スーザン・ローン「ドメス
ティック・バイオレンス事件と検察及び警察の職責」同上40頁以下，酒
巻匡「米国のＤＶ対策法制」同上55頁以下，増田生成「諸外国におけ
る女性に対する暴力関連立法（２)」調査と情報339号（平12）１頁以
下，青山彩子「米国におけるドメスティック・バイオレンスへの対応
（上）(下)」警論52巻（平11）１号100頁以下・２号143頁以下，同「ア
メリカにおけるドメスティック・バイオレンスへの対応」警察政策研究
３号（平11）115頁以下，戒能民江「『配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護に関する法律』と諸外国のＤＶ対応」アディクションと家族18
巻３号（平11）295頁以下，大西祥世「ワシントンD.C. ドメスティッ
ク・バイオレンス法廷の現状と課題」女性法律家協会会報39号（平11）
19頁以下など。
(30) 小島・前出注（４）113頁は，プロテクション・オーダーの利点とし
て，①プロテクション・オーダーはエクイティ上の救済手段であるから，
裁判所の裁量の余地が大きいこと，②民事手続であるから，刑事手続に
比べて立証責任が軽減されること，③既に起こった暴力を問題にする刑
事手続と異なり，将来に起こりうる暴力を防止することができること，
④加害者が収監されて失業するおそれはないなど，刑事事件手続に比べ
てはるかに少ないコストですむこと，⑤警察の介入が容易になること，
⑥被害者をエンパワーメントできることをあげる。
(31) 南野他・前出注（10）32頁の「今回の立法化に当たり，最も時間をか
けたのが保護命令制度の創設についてです｡」という記述は，その後，
南野他・前出注（18）20頁では「最も議論に時間がかかったのが保護命
令制度の創設についてです｡」と表現を変えたことで，議論が沸騰した
ことがわかる。以下，議論の引用は南野他・前出注（10）による。
(32) 酒巻・前出注（29）もこの点を強調していた。
(33) 第154回国会参・共生調査会会議録第２号（平14年２月27日）小宮山
洋子議員の発言。
(34) 緊急保護命令と適正手続に関して，小島・前出注（４）98頁によれば，
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たとえばミズーリー州最高裁は，①相手方の利益（財産権と子の監護）
に比して州の利益は市民の生命・安全の確保であること，②緊急保護命
令は，申立人に対する「差し迫り，かつ，現在の暴力」の危険があると
きに限り発せられること，③相手方に異議申立の機会が与えられること，
④緊急保護命令はその異議申立後の審尋期日まで有効であることを理由
に合憲判決を下しているが，現実には，緊急保護命令が適正手続に反す
る疑いがなお払拭されないため，裁判所は緊急保護命令による退去命令
に消極的であると指摘する。一方，土谷・前出注（29）18頁によれば，
緊急保護命令が短期間の効力しか有さず，かつ，相手方を審尋する期日
において緊急保護命令に反論する機会が与えられているので憲法に違反
しない旨の判決が下されており，この点の議論は一応落ち着いていると
する。
(35) 最高裁事務総局・菅野雅之「保護命令手続のイメージについて 手続
規則の解説を中心に」判タ1067号（平13）４頁以下は，諸外国の制度と
わが国の法文化を適合させるため関係者の英知が結集した「ハイブリッ
ド型の新しい制度」と評価する。弁護士としてＤＶの現場と法制化運動
にかかわってきた長谷川京子「被害者の立場にたった改正案はたくさん
ある」社会主義490号（平15）113頁は，ＤＶ防止法によって，裁判所が
被害者保護の役割を与えられ，配偶者暴力相談支援センターなど外部の
機関と関係をもたざるをえなくなるなど，裁判所が変わりつつあると述
べる。
(36) 以下，立案過程における議論は，前出注（10）33頁以下による。
(37) 堂園幹一郎「『配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律』における保護命令制度の解説」曹時53巻10号（平13）105頁以下も，
①保護命令が保護しようとしている法益の内容が重要であること，②発
令要件が限定されていること，③所有権等の実体的権利に変動がないこ
と，④転居などの必要性からする居住移転の自由や財産権に対する必要
最小限度の制約であり，⑤審尋を経るなど手続上の保障があることから，
憲法上の問題はないとする。
(38) 男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する専門調査会第19回会議
に出席した京都府保健福祉部児童保健福祉課長は，京都府がとりまとめ
た「平成14年度11都道府県婦人保護主管課長及び婦人相談所長会議要望
書」を示して，接近禁止命令期間を「１年間程度」に延長するとともに
退去命令期間を「１か月程度」大幅延長するよう要望した。その理由と
して，被害者が法定の２週間内に新たな住居をみつけ，荷物を持ち出し，
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生活保護や就学児童の学籍異動のために必要な手続きをとるのは困難で
あることをあげた。同専門調査会議事録（平15年３月18日）および資料。
また，内閣府男女共同参画局が実施した調査によっても18都道府県が延
長を希望する回答をしていた。同専門調査会第20回会議議事録（平15年
４月18日）資料。このような要請に対して検討を重ねた結果，同専門調
査会は，前出注（17）の「配偶者暴力防止法の見直しに関する論点」を
とりまとめ，退去命令については「１か月に延長すること」を求めたの
であった。
(39) 以下，退去命令に関する立案過程の議論は，前出注（18）48頁以下。
(40) 第159回国会衆・法務委員会議録第30号（平16年５月26日）小林千代
美委員（衆）の質問に対して吉川春子議員（参）が回答。
(41) 常盤紀之「『配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律』
における保護命令制度についての問題点」判タ1146号（平16年）59号以
下。千葉地裁判事補（当時）として保護命令の発令に携わる常盤は，従
来のＤＶ法に対する論考は,「専ら配偶者間暴力の背景，被害の深刻さ
といった社会学的視点からのものが圧倒的に多数を占めており，法律実
務の観点から論じたものは限られていたから，あえて一石を投じたい」
とする。しかし，立法論からみれば，被害の現状を把握しその背景を探
求することは，立法事実の検証に不可欠な要素であるし，また，先行す
る多くの比較法的考察・論文も立法作業に無縁ではないだろう。
(42) 高原知明「『配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律
の一部を改正する法律』における保護命令制度の改正の概要」民月59巻
９号（平16）９頁以下も同旨。また，退去命令後申立人が連絡を絶った
場合取消手続が開始できないという点について，改正法第17条第１項後
段の合理的解釈によって，そのことを理由として退去命令を取り消す余
地は残されているとする。
(43) ジョージア州の例について，坂田・前出注（29）28頁。また，土谷・
前出注（29）46頁以下は，カリフォルニア州の場合にもふれているが，
保護命令期間は３年間であり，その要件は厳重で，かつ，申立書に，そ
の住居の権利関係，その住居に居住する必要性，相手方が退去すべき必
要性，退去後の相手方の居住地を記載する指導が行われることになって
いるという。長期にわたる命令の場合この種の考慮は必要になるであろ
う。
(44) 小島・前出注（４）419頁は，わが国もアメリカ法にならい，緊急保
護命令制度を別に設けて，相手方への審尋なしで保護命令を発令するこ
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とができることとし，そして，発令後速やかに相手方への審尋を実施し
て反論の機会を与える等手続を用意して手当をすることを提案する。
(45) 前出注（17）に掲げた課題のほか，保護命令の執行力付与や友人など
への接近禁止などがある。今後の立法課題について，福島瑞穂「改正
ＤＶ防止法がめざすもの」部落解放538号（平16年）78頁以下，青木勢
津子「ＤＶ防止法のパワーアップ改正」立調242号（平16年）11頁以下
など。
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